







Attempts to increase the rate of organ donation confirmation at 














































































結果：2007年には A 病院 20％、B病院 36％であった臓器提供の意思確認率は経年的に上昇






















































定的意見は増加しているが、実際に臓器提供に至ることは稀である。1996 年の人口 100 万
人当たり（PMP: Par Million Population）の死体ドナーは、0.8であたが、2017年でも 0.9







































同種移植 日本 世界 
角膜 1949（S24）岩手医科大学 DCD 1837 アイルランド 
腎臓 1956（S31）新潟大学 LD 1936（S11）ウクライナ DCD 
肝臓 1964（S39）千葉大学 DCD 1963（S38）USA  
肺 1965（S40）東京医科大学 LD 1963（S38）USA DCD 
心臓 1968（S43）札幌医科大学 DCD 1967（S42）南アフリカ DCD 
ラ島 1979（S54）千葉大学 自家移植 1967（S42）USA  
膵臓 1991（H3）東京女子医 DCD 1966（S41）USA 膵腎同時  
小腸 1996（H8）京都大学 LD 1964（S39）USA 
移植は減らなかった［27］。なぜなら 15歳未満は臓器提供ができない法律であったため、サ
イズマッチが必要な心臓移植は日本で行えない状況が続いたためである。臓器移植法制定
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供したい」意見は、1998年 31.6％から 2017年 41.8％まで増加している一方、「提供したく
ない」は 37.6％から 11.5％に減少している。【図１】 
特に、20 代を中心とした若い世代の「提供したい」意見は、2000 年 33.6％から 2017 年
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移植の 1983 年から 2000 年の 5 年生着率は 64.8％であったが、2010 年から 2016 年の群で
は 88.0％に上がっている[29]。また、2017年の心臓移植報告では、10年生存率 88.2％、15



























図 本人意思あり 本人意思 拒否 本人意思不明 
家族提供希望 提供可能 提供不可能 提供可能 
家族提供拒否 提供不可能 提供不可能 提供不可能 
家族なし 提供可能 提供不可能 提供不可能 
【表３】臓器提供の本人意思と家族承諾の関係 
 















提供者数（PMP：per million population）は約 0.8前後を推移し増加は見られない。2016































 富山県の人口は約 106 万人であり、2 つの救命救急センター(A 病院、B 病院)がある。本
研究ではこの 2病院を対象とした。これら病院の概要を【表５】に記す。 
 
2017年度実績 A 病院 B病院 
病床数 733 533 
救急車搬入患者数(人／年間) 5390  3500 
救急部門での死亡者数(人) 240  207 
医療圏の人口（人） 507,770 325,431 
院内コーディネーター数 9 5 
院内コーディネーター職種 スタッフ看護師 師長 
院内コーディネーター設置部署 ER,ICU,ECU,HCU ER,ECU,ICU,脳外科、OR 
死亡調査の実施の参加者構成 院内 CO,外部 COや医師、
師長らを含む 20 人程で
実施 
院内 CO,外部 COで実施 






亡調査の回収と病院ごとに検討会を実施、の 4 段階で行った。 

































2007年から 2017年の 11年間の A病院の死亡数は 2398人、年平均は 217人（最小 179・最
大 251）、ER 外来での死亡数は 1197 人、年平均は 108（最小 88・最大 128）、救急入院後死
亡数は 1192 人、年平均 108 人（最小 85・最大 147）であった。B 病院の死亡数は 2240 人、
年平均 203人（最小 177・最大 221）、ER外来での死亡数は 1082人、年平均 98人（最小 81・









A 病院の臓器の意思確認は 2007 年に 20％であったが、2009 年に 80％を超えた。2011 年
に一旦 70％を切ったが 2012年には再び 80％以上となっている。眼球の意思確認は 2007年
4％であったが 2009 年に 79％と最高となりその後徐々に低下し 60％前後で推移している。 
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意思確認率において毎年実施の教育プログラム実施前の 2007 年から 2009 年と、実施後
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ャルドナーの割合は 80％（A病院：77.2/B病院 82.2）であった。意思確認数は 2105人（A
病院：1032/B 病院 1073）、ポテンシャルドナーに対する意思確認率は 78％であり、実際の
眼球提供は 32人（A 病院：17/B 病院 15）であった。意思確認に対する提供の割合は、1.5％
（A 病院：1.6％/B 病院 1.4％）,ポテンシャルドナーに対する提供の割合は、0.9％（A 病
院：0.9％/B 病院 0.8％）であった。眼球提供に至ったのは、救急外来が 18人（A病院：11
人/B病院 7人）、救急入院が 14人（A病院：6人/B病院 8人）で救急外来で死亡した例の提
供が多い。【表７-１/表７-２】 
 
p値 ｔ値 自由度 ｆ検定
A臓器PD意思確認率 0.188925 1.4214 9 0.021891255
A眼球PD意思確認率 0.365357 0.9533 9 6.72834E-05
B臓器PD意思確認率 0.000023 7.973 9 0.595774062
B眼球PD意思確認率 0.000070 6.9047 9 0.135482205
【表７－１】A病院 眼球提供データ 
 




臓器提供では救急入院の死亡総数は 2350 人（A 病院：1192/B 病院 1158）を母数とした。
うちポテンシャルドナーは 234人（A病院：96/B病院 138）で、入院全死亡に対する割合は
10％（A病院 8.1％/B 病院は 11.9％）であった。臓器提供の意思確認数は 169人（A病院：
70/B病院 99）であり、全死亡患者に対する意思確認率は 7.2％（A 病院 5.9％/B病院 8.5％）
であり、ポテンシャルドナーに限っての意思確認率は 72.2％（A病院 72.9％/B病院 71.7％）
であった。A病院は 2009年以降、B病院は 2010年以降、ポテンシャルドナーに対する意思
確認数はほぼ一致していた。ポテンシャルドナーの中で臓器提供者の割合は、A病院 5.2％、
B 病院 2.2％であった。ポテンシャルドナーの発生は年によって差があり、A 病院の平均は




















































今回の研究で A 病院における臓器提供の意思確認率は DAP による介入から 2 年で 20％か













可能である。これを受けて A 病院においては、アメリカの OPO（Organ Procurement 




































































































救急医療における終末期医療に関する提言 日本救急医学会 2007/11/5 
終末期医療の指針 全日本病院協会 2007/11/17 
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